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溝口幸治新春の集い
K O J I   M I Z O G U C H I

みなさまのお志に感謝致します。ありがとうございました。
平成28年2月5日、新春の集いを開催いたしました。
当日ご出席いただいた皆様、ならびにご協力いただいた皆様に、
心より感謝申し上げます。

県議会一般質問に登壇します。6月9日（木）
午前10時より 傍聴希望の方は事務所までご連絡ください。

　
日
頃
か
ら
私
の
活
動
に
ご
理
解
と

ご
支
援
を
頂
き
心
か
ら
感
謝
い
た
し

ま
す
。

　
三
月
に
行
わ
れ
た
県
知
事
選
挙
で

は
蒲
島
郁
夫
さ
ん
が
三
期
目
の
当
選

を
果
た
さ
れ
ま
し
た
。

多
く
の
方
々
に
高
い
評
価
を
頂
い
た

一
方
、様
々
な
ご
批
判
、ご
意
見
を
頂

き
ま
し
た
。

こ
れ
ら
の
声
に
も
し
っ
か
り
と
対
応

し
な
が
ら
、さ
ら
に
蒲
島
知
事
と
共
に

県
政
発
展
の
た
め
に
活
動
し
て
ま
い

り
ま
す
。

　
さ
て
、二
月
定
例
県
議
会
で
議
会
選

出
の
監
査
委
員
に
任
命
同
意
い
た
だ

き
、県
の
組
織
、出
先
機
関
、県
立
高
校

等
々
の
財
務
管
理
、経
営
管
理
、行
政

運
営
に
関
し
て
監
査
を
行
う
重
要
な

役
職
に
就
き
ま
し
た
。

　
ま
た
、二
年
連
続
で
国
際
ス
ポ
ー
ツ

推
進
特
別
員
会
長
と
し
て
二
〇
二
〇

年
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ

ッ
ク
大
会
、ラ
グ
ビ
ー
ワ
ー
ル
ド
カ
ッ

元サッカー日本女子代表監督の佐々木則夫氏は

雑誌で「僕自身の成長が1日止まってしまえば、

なでしこは世界の中で1日後れをとってしまう。

その自覚を持って日々前進し続けたい」というこ

とを発言されていました。2004年から日本は人

口減へ突入。これは建国以来初めてのことで、

これからは過去の実績や経験が必ずしもあてに

はならない時代へと向かいます。リーダーは自ら

を日々成長させチャレンジし続けることが重要。

たとえ失敗を繰り返しながらも多くの経験値を

積むことがこの時代を生き抜く鍵とならないだ

ろうか。先の熊本県知事選挙で3選を果たした現

職の蒲島知事。これからの「夢の実現に向けた

更なる挑戦」に期待したいと思います。＜K.T＞

さ
ら
な
る
県
政
発
展
と

　
　
地
域
活
性
化
を
目
指
し
て
！

1月13日／
人吉温泉観光協会 新年の集い

3月22日／
熊本県知事選挙 人吉遊説

1月23日／
郡市酪農政治連盟 全体会合

2月6日／宇都隆史参議講演会

2月11日／建国記念の日 奉祝会

2月5日／溝口幸治新春の集い

1月10日／出初式

〜
若
者
の
未
来
の
た
め
、日
本
の
た
め
に
〜

補
し
た
時
の
理
由
の
一
つ
に「
若
者
の

政
治
参
加
」が
あ
り
ま
し
た
。

い
つ
の
時
代
も
時
代
の
転
換
期
に
は
意

志
あ
る
若
者
が
立
ち
上
が
り
ま
し
た
。

若
者
が
政
治
に
関
心
を
持
つ
、政
治
に

参
画
し
よ
う
と
す
る
機
運
が
高
ま
る
よ

う
な
取
り
組
み
を
若
者
と
一
緒
に
進
め

て
行
き
ま
す
。

　
今
年
の
夏
の
戦
い
は
政
治
に
、国
民

に
責
任
を
持
つ
自
公
連
立
政
権 

対 

政

党
名
を
世
論
調
査
で
決
め
た
民
進
・
共

産
の
勢
力
と
の
戦
い
に
な
り
そ
う
で
す
。

若
者
の
未
来
の
た
め
、日
本
の
た
め
に

戦
い
抜
き
ま
す
。

プ
二
〇
一
九
熊
本
開
催
、女
子
ハ
ン
ド

ボ
ー
ル
世
界
選
手
権
熊
本
開
催
に
向

け
た
準
備
や
キ
ャ
ン
プ
誘
致
、ま
た
オ

リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
に
向

け
た
選
手
育
成
強
化
、さ
ら
に
は
国
際

ス
ポ
ー
ツ
大
会
を
契
機
と
し
た
地
域

活
性
化
に
取
り
組
み
ま
す
。

　
今
年
の
夏
に
は
参
議
院
選
挙
が
行

わ
れ
ま
す
。

自
民
党
は
か
つ
て
、政
権
を
失
っ
た
苦

い
経
験
を
忘
れ
る
こ
と
な
く
、高
い
緊

張
感
を
持
っ
て
政
権
運
営
・
政
策
推
進

に
当
た
っ
て
ほ
し
い
と
切
望
し
ま
す
。

　
一
方
、野
党
は
選
挙
の
た
め
に
誰
と

で
も
組
む
、な
ん
で
も
す
る
と
い
っ
た

姿
勢
が
目
に
つ
き
ま
す
。こ
の
状
況
で

二
大
政
党
制
に
な
る
こ
と
は
日
本
に

と
っ
て
は
非
常
に
危
う
い
こ
と
な
の

で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

そ
の
よ
う
な
中
で
選
挙
権
年
齢
が
十

八
歳
に
引
き
下
げ
ら
れ
て
初
め
て
の

選
挙
と
な
り
ま
す
。

私
が
二
十
八
歳
の
時
に
初
め
て
立
候



　２月７日、北朝鮮は、今年１月６日の核実験に続いてミサイル発射を強行した。
　我が国を初めとする国際社会が、北朝鮮に対し強く自制を求めてきたにもかかわ
らず、発射という暴挙に出たことは、我が国及び周辺地域のみならず、国際社会全体
の平和と安定を損なう行為であり、断じて容認できない。
　国連安全保障理事会では、これまで幾度も北朝鮮のミサイル発射及び核実験の実
施に対する決議を行っており、前回、平成24年12月にミサイルを発射した際には、全
会一致で非難決議が採択されている。このような中、今回も発射を強行したことは、
国際社会に対する重大な挑発行為であることは明白である。
このような北朝鮮の行為に対しては、国際社会が結束して対決姿勢を明確にすると
ともに、我が国においても厳しく対処する必要がある。
　国におかれては、北朝鮮に対して毅然とした対応をされるよう、下記の事項につい
て強く要望する。

記

１　北朝鮮に断固たる抗議の意思を表明することはもちろん、２月８日の安全保障
理事会による緊急の非難声明を踏まえ、米国、韓国などの関係国と連携し、同理事
会における新たな制裁決議の早期採択に積極的に取り組むこと。

２　我が国独自の対北朝鮮措置について、拉致被害者問題も考慮し、より効果的な
措置を速やかに実行すること。

３　ミサイル発射の情報収集及び把握、国民に対する迅速で的確な情報提供、訓練
体制等の一層の充実を初めとする国民保護措置の強化とともに、弾道ミサイル防
衛体制のさらなる整備等により、国民の安全・安心に万全を期すこと。

　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

記
１　継続的に必要な予算の確保を図ること。
２　全額国庫補助による貸付制度とすること。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

北
朝
鮮
の
ミ
サ
イ
ル
発
射
に
対
す
る
抗
議
と

国
に
毅
然
と
し
た
対
応
を
求
め
る
意
見
書

　いわゆる「団塊の世代」が全て75歳以上となる平成37年（2025年）に向けて、制度の持続可能性を確保
しつつ国民皆保険を堅持しながら、あらゆる世代の国民一人一人が状態に応じた安全・安心で質が高く効
率的な医療を受けられるようにすることが重要である。
　このような状況の下、消費税率が10％に引き上げられることが予定されている中、医療に係る消費税等
の税制のあり方が国において検討されている。
　社会保険診療は、消費税法上、非課税取引と位置付けられているため、医療機関等が社会保険診療を
行うために医薬品や設備等を仕入れる際の消費税負担は、医療機関等にとって実質的な負担にならない
よう診療報酬等で上乗せする仕組みとなっている。
　しかしながら、消費税上乗せ分の補てん状況にばらつきが見られることや、個々の医療機関等の仕入
れ構成に対応できず、特に高額な設備投資にかかる負担が大きいとの指摘等が行われている。
　よって、国におかれては、医療等に係る消費税のあり方について、医療機関等の仕入れ税額の負担及び
患者等の負担に十分配慮し、関係者の負担の公平性、透明性を確保しつつ、この問題の抜本的な解決に
向けて適切な措置をされるよう強く要望する。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

医
療
等
に
係
る
消
費
税
問
題
の

抜
本
的
解
決
を
求
め
る
意
見
書

　急速な高齢化の進展等に伴い、我が国は、これまで以上に福祉・介護ニーズが拡大している一方、生産
年齢人口の減少や他分野への人材流出等が進み、介護職に携わる人材は相対的に減少し、介護を必要と
する方々への対応が困難な状況となっている。このような状況の中、今後とも質の高い介護サービスを安
定的に提供していくためには、質の高い教育を受けた優れた人材が確保されることが必要である。
　介護福祉士養成施設への入学を志す者の経済的負担の軽減を図る介護福祉士等修学資金貸付制度に
ついては、平成27年度補正予算において貸付原資の積み増し等のための措置が講じられたところだが、介
護福祉士の安定的な確保・質の向上を図るため、さらなる拡充・強化が必要である。
　よって、国におかれては、介護福祉士等修学資金貸付制度の継続及び拡充・強化のため、下記事項につ
いて措置されるよう強く要望する。

介
護
福
祉
士
等
修
学
資
金
貸
付
制
度
の

継
続
及
び
拡
充
・
強
化
を
求
め
る
意
見
書

　本県においては、稲作、畜産、酪農、畑作、施設園芸、果樹など多様な農業が相互に関連しながら共存していることか
ら、農林水産業、農山漁村、さらにはその関連産業に影響を及ぼさないためには万全の対策を講じていく必要がある。
　よって、国におかれては、ＴＰＰ協定において、地方経済社会に与える影響や地方の声を十分に踏まえられた上、特に、
下記の事項に責任を持って対応されることを強く要望する。

記
１　米、麦、牛肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物の農林水産分野重要５項目の確保を最優先とした
平成25年４月の衆議院及び参議院の農林水産委員会における決議の遵守など、合意内容が国益に
かなったものとなっているかについて、国会において審議を十分に尽くすこと。

２　地方の基幹産業である農林水産業への影響が及ばないよう、既存の農林水産予算に支障を来す
ことなく必要な予算を確保するなど、万全の対策を速やかに実行すること。なお、野菜・果樹な
どの農林水産物についても、重要５項目と同様に万全の対策を講じること。

　また、農林水産業の体質強化を念頭に、必要となるインフラの整備を初め、ハード・ソフト一体
となった中長期的な対策を講じること。

　さらに、豊かな自然環境、良好な景観、文化の伝承等の多面的機能を有する中山間地域等の農山
漁村の維持・発展にも十分配慮すること。

３　消費者の不安を解消するため、食の安全・安心を確保する万全の対策を講じること。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。

Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
に
対
す
る
意
見
書

2月定例県議会で、国に意見書を提出することが決定！

新
し
い
役
職
に

就
き
ま
し
た

◎議会選出の監査委員に選任されました
◎２年連続で、国際スポーツ推進特別委員長に選任されました
◎経済環境委員会に所属します
◎引き続き、
　自民党熊本県連 政務調査会長代理
　自民党熊本県議団 政審会副会長
　自民党熊本県連 青年局審議役

※その他、地方公会計の整備促進に係る意見書


